
滋賀県地域防災計画（原子力災害対策編）の修正について 

 

■ 修正案の内容 

 

１ 訓練項目の追加・統合 

・避難中継所の設営について、令和４年度から長浜市内および高島市内それぞれで避難中

継所設置資機材一式の民間倉庫保管を開始したことを契機に、資機材の輸送も含めた訓

練を単独でも実施できるよう、「避難中継所設営訓練」を訓練項目として追加する。 

・大気中放射性物質の拡散計算の活用について、あらかじめ作成した放射性物質の拡散予

測図を参考に可搬型モニタリングポストの追加配備やモニタリング車走行ルートを検討

することとしており、その訓練は緊急時モニタリング訓練の一部として位置付け実施し

ているところ。そのような中、現行計画の記述は、福島第一原子力発電所事故以前に行

われていた防護措置判断への活用に係る訓練であるとの誤解を招くことから、「大気中放

射性物質の拡散計算の活用訓練」を削除する。 

 

（該当箇所） 

頁 現行 修正後 

 第２章 災害事前対策 

・第 16節 防災訓練の実施等 

・第１ 訓練計画の策定および実施 

第２章 災害事前対策 

・第 16節 防災訓練の実施等 

・第１ 訓練計画の策定および実施 

39 県は、国、専門家、原子力事業者等関係

機関の支援のもと、市町、自衛隊等と連携

し、以下に掲げる防災活動の要素ごとまた

は各要素を組み合わせた訓練計画を策定

し、計画に基づき訓練を実施する。 

また、訓練結果の評価を行い、次回の訓

練内容や地域防災計画等への反映に努め

る。 

①災害対策本部等の設置運営訓練 

②オフサイトセンターへの参集訓練 

③緊急時通信連絡訓練 

④緊急時モニタリング訓練 

⑤大気中放射性物質の拡散計算の活用

訓練 

⑥原子力災害医療訓練 

⑦住民等に対する情報伝達訓練 

⑧周辺住民避難訓練 

⑨人命救助活動訓練 

 （新規） 

県は、国、専門家、原子力事業者等関係

機関の支援のもと、市町、自衛隊等と連携

し、以下に掲げる防災活動の要素ごとまた

は各要素を組み合わせた訓練計画を策定

し、計画に基づき訓練を実施する。 

また、訓練結果の評価を行い、次回の訓

練内容や地域防災計画等への反映に努め

る。 

①災害対策本部等の設置運営訓練 

②オフサイトセンターへの参集訓練 

③緊急時通信連絡訓練 

④緊急時モニタリング訓練 

（削除） 

⑤原子力災害医療訓練 

⑥住民等に対する情報伝達訓練 

⑦周辺住民避難訓練 

⑧人命救助活動訓練 

⑨避難中継所設営訓練 

資料１－１ 



 

２ 保健医療福祉活動に係る体制の見直し 

「大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制の整備について」（令和４年７月 22 日付

け厚生労働省通知）の内容を踏まえた修正。 

 

（該当箇所） 

頁 現行 修正後 

 第３章 緊急事態応急対策 

第９節 原子力災害医療計画 

第３章 緊急事態応急対策 

第９節 原子力災害医療計画 

66 第１ 計画の方針 

住民の生命・身体を原子力災害から守る

ためには、総合的な判断と統一された見解

に基づく医療の提供が必要であることか

ら、県は、災害対策本部に保健医療調整本

部を設置し、保健医療調整本部長の指揮の

もと関係市町および関連医療機関と密接

な連携を取りながら、原子力災害医療体制

の構築を図る。 

第１ 計画の方針 

住民の生命・身体を原子力災害から守る

ためには、総合的な判断と統一された見解

に基づく医療の提供が必要であることか

ら、県は、災害対策本部に保健医療福祉調

整本部を設置し、保健医療福祉調整本部長

の指揮のもと関係市町および関連医療機

関と密接な連携を取りながら、原子力災害

医療体制の構築を図る。 

66 第２ 原子力災害医療体制 

２ 原子力災害医療体制を構成する機関 

(1) 県災害対策本部 

構成機関：県 

役  割：災害対策本部に保健医療調整

本部を設置し、原子力災害医療措置が円

滑に行われるよう指揮するものとする。 

第２ 原子力災害医療体制 

２ 原子力災害医療体制を構成する機関 

(1) 県災害対策本部 

構成機関：県 

役  割：災害対策本部に保健医療福祉

調整本部を設置し、原子力災害医療措

置が円滑に行われるよう指揮するもの

とする。 

67 第２ 原子力災害医療体制 

２ 原子力災害医療体制を構成する機関 

(2) 原子力災害医療調整官 

構成機関：原子力災害発生時における専

門的な知識および技能を有する災害医

療コーディネーター 

役  割 ：原子力災害発生時の医療救

護活動が円滑に行われるよう実務を統

括し保健医療調整本部長を補佐する。 

第２ 原子力災害医療体制 

２ 原子力災害医療体制を構成する機関 

(2) 原子力災害医療調整官 

構成機関：原子力災害発生時における専

門的な知識および技能を有する災害医

療コーディネーター 

役  割 ：原子力災害発生時の医療救

護活動が円滑に行われるよう実務を統

括し保健医療福祉調整本部長を補佐す

る。 

 

 

 



 

３ 高度被ばく医療支援センターの新規指定 

令和５年４月 1 日付けで国立大学法人福井大学が高度被ばく医療支援センターに指定さ

れたことによる追記。 

 

（該当箇所） 

頁 現行 修正後 

 第３章 緊急事態応急対策 

第９節 原子力災害医療計画 

第３章 緊急事態応急対策 

第９節 原子力災害医療計画 

66 第２ 原子力災害医療体制 

２ 原子力災害医療体制を構成する機関 

(7) 高度被ばく医療支援センター 

構成機関：国立大学法人広島大学、国立

大学法人長崎大学、国立大学法人弘前大

学、公立大学法人福島県立医科大学、国

立研究開発法人量子科学技術研究開発

機構放射線医学総合研究所 

第２ 原子力災害医療体制 

２ 原子力災害医療体制を構成する機関 

(7) 高度被ばく医療支援センター 

構成機関：国立大学法人広島大学、国立

大学法人長崎大学、国立大学法人弘前大

学、公立大学法人福島県立医科大学、国

立研究開発法人量子科学技術研究開発

機構放射線医学総合研究所、国立大学法

人福井大学 

 

 

４ 原子力災害対策指針の改正を踏まえた修正 

原子力災害対策指針が一部改正され、緊急時活動レベル（EAL)の枠組みが改められたこ

とを踏まえた修正。 

 

（主な修正箇所） 

頁 現行 修正後 

 別添２ 

２．加圧水型軽水炉（実用発電用のもの

に限る。）に係る原子炉の運転等のため

の施設（当該施設が炉規法第 43条の３

の６第１項第４号の基準に適合しない

場合又は原子炉容器内に照射済燃料集

合体が存在しない場合を除く。） 

別添２ 

２．加圧水型軽水炉（実用発電用のもの

に限る。）に係る原子炉の運転等のため

の施設（当該施設が炉規法第 43条の３

の６第１項第４号の基準に適合しない

場合又は原子炉容器内に照射済燃料集

合体が存在しない場合を除く。） 
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全面緊急事態を判断するＥＡ

Ｌ 

緊急事

態区分

におけ

る措置

の概要 

 

全面緊急事態を判断するＥＡ

Ｌ 

緊急事

態区分

におけ

る措置

の概要 



➉原子炉制御室及び原子炉制

御室外操作盤室が使用でき

なくなることにより原子炉

を停止する機能及び冷温停

止状態を維持する機能が喪

失すること、又は原子炉若

しくは使用済燃料貯蔵槽に

異常が発生した場合におい

て、原子炉制御室に設置す

る原子炉施設の状態を表示

する装置若しくは原子炉施

設の異常を表示する警報装

置の全ての機能が喪失する

こと。 

（略） 

  

⑩原子炉制御室が使用できな

い場合に原子炉制御室外操

作盤室が使用できなくなる

こと、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常が

発生した場合に原子炉施設

の状態を表示する全ての装

置若しくは原子炉施設の異

常を表示する全ての警報装

置（いずれも原子炉制御室

に設置されたものに限る。）

が使用できなくなること。 

（略） 

 

 ７．使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃

料集合体が存在する原子炉に係る原子

炉の運転等のための施設（実用発電用

原子炉に係るものにあっては、炉規法

第４３条の３の６第１項第４号の基準

に適合するものに限る。）であって、

試験研究用原子炉施設及び照射済燃料

集合体が十分な期間にわたり冷却され

たものとして原子力規制委員会が定め

た施設以外のもの 

７．使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃

料集合体が存在する原子炉に係る原子

炉の運転等のための施設（実用発電用

原子炉に係るものにあっては、炉規法

第４３条の３の６第１項第４号の基準

に適合するものに限る。）であって、

試験研究用原子炉施設及び照射済燃料

集合体が十分な期間にわたり冷却され

たものとして原子力規制委員会が定め

た施設以外のもの 
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施設敷地緊急事態を判断する

ＥＡＬ 

 

緊急事

態区分

におけ

る措置

の概要 

④原子炉制御室及び原子炉制

御室外操作盤室の環境が悪

化することにより原子炉の

制御に支障が生じること、

又は原子炉若しくは使用済

燃料貯蔵槽に異常が発生し

た場合において、原子炉制

御室に設置する原子炉施設

（略） 

 

施設敷地緊急事態を判断する

ＥＡＬ 

 

緊急事

態区分

におけ

る措置

の概要 

④原子炉制御室及び原子炉制

御室外操作盤室の環境が悪

化することにより原子炉の

制御に支障が生じること、

又は使用済燃料貯蔵槽に異

常が発生した場合におい

て、原子炉制御室に設置す

る原子炉施設の状態を表示

（略） 



の状態を表示する装置若し

くは原子炉施設の異常を表

示する警報装置の機能の一

部が喪失すること。 

 

全面緊急事態を判断するＥＡ

Ｌ 

 

 

 

 

 

 

緊急事

態区分

におけ

る措置

の概要 

④原子炉制御室及び原子炉制

御室外操作盤室が使用でき

なくなることにより原子炉

を停止する機能及び冷温停

止状態を維持する機能が喪

失すること、又は原子炉若

しくは使用済燃料貯蔵槽に

異常が発生した場合におい

て、原子炉制御室に設置す

る原子炉施設の状態を表示

する装置若しくは原子炉施

設の異常を表示する警報装

置の全ての機能が喪失する

こと。 

（略） 

 

 

する装置若しくは原子炉施

設の異常を表示する警報装

置の機能の一部が喪失する

こと。 

  

全面緊急事態を判断するＥＡ

Ｌ 

（沸騰水型軽水炉について

は、東京電力ホールディング

ス株式会社福島第一原子力発

電所原子炉施設のうち、１号

炉、２号炉、３号炉及び４号炉

を除く。） 

緊急事

態区分

におけ

る措置

の概要 

④原子炉制御室が使用できな

い場合に原子炉制御室外操

作盤室(沸騰水型軽水炉に

あっては原子炉制御室外操

作盤室又は緊急時制御室)

が使用できなくなること、

又は使用済燃料貯蔵槽に異

常が発生した場合に原子炉

施設の状態を表示する全て

の装置若しくは原子炉施設

の異常を表示する全ての警

報装置（いずれも原子炉制

御室（沸騰水型軽水炉にあ

っては原子炉制御室及び緊

急時制御室）に設置された

ものに限る。）が使用できな

くなること。 

（略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 高浜発電所 2号機の運転再開に伴う修正 

 関西電力株式会社高浜発電所 2 号機について、所要の使用前検査が終了し、緊急事態区分

を判断するＥＡＬの枠組みが「５．」から「2．」に変更されたことに伴う修正。 

 

（該当箇所） 

頁 現行 修正後 

 別添２ 

各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組み

について 

別添２ 

各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組み

について 
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高
浜
発
電
所 

１
号
機 

２．加圧水型軽水炉（実用発電

用のものに限る。）に係る原子

炉の運転等のための施設 

２
号
機 

５．実用発電用原子炉(東京電力

ホールディングス株式会社福島

第一原子力発電所原子炉施設の

うち、１号炉,２号炉,３号炉及

び４号炉を除く。)に係る原子炉

の運転等のための施設(炉規法

第 43 条の３の６第１項第４号

の基準に適合しないものに限

る。)であって、使用済燃料貯蔵

槽内にのみ照射済燃料集合体が

存在する施設であって照射済燃

料集合体が十分な期間にわたり

冷却されたものとして原子力規

制委員会が定めたもの及び使用

済燃料貯蔵槽内に照射済燃料集

合体が存在しない施設以外のも

の 

３
号
機 

２．加圧水型軽水炉（実用発電

用のものに限る。）に係る原子

炉の運転等のための施設 

４
号
機 

２．加圧水型軽水炉（実用発電

用のものに限る。）に係る原子

炉の運転等のための施設 

      

 

高
浜
発
電
所 

１
号
機 

２．加圧水型軽水炉（実用発電

用のものに限る。）に係る原子

炉の運転等のための施設 

２
号
機 

２．加圧水型軽水炉（実用発電

用のものに限る。）に係る原子

炉の運転等のための施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３
号
機 

２．加圧水型軽水炉（実用発電

用のものに限る。）に係る原子

炉の運転等のための施設 

４
号
機 

２．加圧水型軽水炉（実用発電

用のものに限る。）に係る原子

炉の運転等のための施設 
 

 


